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「郵政民営化委員会の調査審議に関する所見（案）」

に対する意見

平成２４年８月２９日

一般社団法人 第二地方銀行協会

資料 ８１－５－２
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（総論）

• 当業界では、これまでも、国民経済的観点から、真に望ま
しい郵政民営化が図られるためには、以下の３点が不可
欠と主張。

①規模の縮小

②公平な競争条件の確保

③内部管理態勢の整備
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１．規模の縮小

• 所見案では、肥大化したバランスシートの規模縮小について
は指摘せず、「自ずから決まる」としているのみ。

郵便貯金銀行の民間金融システムへの円滑な統合、内
包する金利リスクの低減という観点からは、バランス
シートの規模縮小を図ることが必要である。
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（参考）当業界とゆうちょ銀行の預金規模比較

ゆうちょ銀行の貯金残高：約１７６兆円（平成24年6月末）

⇒当協会会員行（４２行）の預金残高合計（約５９兆円）の約３倍

(参考）当業界とゆうちょ銀行の預金残高比較（都道府県別、平成24年３月末）
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２．公平な競争条件の確保

• 所見案では、「『暗黙の政府保証』が残存するという認識は、
預金者・加入者等の誤解に基づくもの」とされている。

○郵便貯金銀行に政府の間接出資が残る間は、官業と見做さ
ざるを得ず、公平な競争条件は確保されない。

○特に、金融危機の局面においては、「暗黙の政府保証」が、
預金者等の行動に影響を及ぼす惧れがある。
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３．内部管理態勢の整備

• 所見案では、「民間金融機関と同等の態勢を備えるべきこと
は当然」とされている。

○内部管理態勢が不十分なまま新規業務に参入すれば、

顧客保護に反することはもとより、金融システムに無用な

混乱を招きかねない。

○新規業務について認可申請が行われた場合には、郵便

貯金銀行の内部管理態勢について、政府及び郵政民営化

委員会が十分かつ慎重に検証するとともに、その検証結

果を公表し、説明すべきである。
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４．新規業務に関する調査審議の方針①

○郵便貯金銀行に政府の間接出資が残る間は、官業と見做さ
ざるを得ず、民間が担うべき業務分野への拡大・肥大化は
認められるべきではない。公平な競争条件が確保されない
まま新規業務が認められた場合には、民間金融機関の業務
を圧迫し、ひいては地域経済、地域金融に甚大な影響を及
ぼすことが懸念される。

○郵便貯金銀行に政府の間接出資が残り、公平な競争条件が
確保されていない以上、新規業務については、政府及び

郵政民営化委員会が事前に、厳正かつ慎重な審査を行うべ
きである。



8

４．新規業務に関する調査審議の方針②

• 所見案では、「他金融機関との提携による業務の取扱実績
があるもの等については、調査審議を開始することに支障は
ない」とされている。

○郵政民営化法の基本理念（注）を踏まえれば、新規業務に
ついては、公平な競争条件の確保、内部管理態勢の整備等
の観点から慎重に調査審議すべきである。

（注）郵政民営化法第2条「郵政民営化は、（中略）同種の業務を営む事業者との対等
な競争条件を確保するための措置を講じ、もって国民生活の向上及び国民経済
の健全な発展に寄与することを基本として行われるものとする」

以 上


